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る賃金を Ml と Fl で、家事優先型キャリアにおいて男女それぞれが受け取る賃金を M2 と F2 であらわす。夫婦のキャ












能性がある。「啓蒙J I雇用平等化J にかわる性別分業変革の第 3 の戦略として、このような夫婦単位のキャリア選択
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を支援するシステムをつくることを提言する。
論文審査の結果の要旨
本論文は、現代日本において、性別分業が状況的論理的にどのようにして支えられているかを検討し、変容のため
の条件を探ろうとするものである。性別分業の批判および変革についてのフェミニズム理論の検討から、現状認識に
データの計量的把握が重要であると見て、そこに新たな分析と提言の可能性を見いだす。
まず、数学的定式化によって、男女間の理想的完全平等と、男性は市場労働だけを行い女性は家庭内労働と市場労
働を担うという共働き状況との間に、性別分業の指標化を行う。その結果、共働きの形態は、男女の労働力の不均衡
に起因する「一方的逸脱」と、男女の間で労働力が交換されて起こる「交換型逸脱J とのこつに分類できる。この二
つの逸脱は、社会移動論における「強制移動j と「純粋移動J とに数学的に類似するので、社会移動の「開放性係数J
から「世帯内労働配分の開放性係数j を計算し、 1960年以降の性別分業の強さに変化がないと結論づける。
次に、女性の職場進出を、自営・農林層を除くフルタイムの女性労働だけを対象とする戦後日本の女性就業率の変
動でもって再検討する。その結果、高度成長前期までのフルタイム形態での進出と、低成長期以降のパートタイム形
態での進出との、二つの時期にあることがわかる。また、女性の職場進出には家事労働の縮小が重要なモメントにな
ることから、育児期が女性のキャリアにおよぼす影響を示すM字型曲線を指標として用い、「女性のフルタイム継続
率j を作成して職場進出を検討すると、フルタイム継続率は二割程度で一定していることがわかる。高度成長期まで
のフルタイム雇用は未婚女性の職場進出であり、低成長期以降の職場進出は育児終了後の再就職者の増加ということ
になる。
家庭内分業と女性の職場進出との状況分析から、性別分業の問題は夫婦のキャリア選択の問題だと考える。男が家
事責任を負わない労働形態を「標準的」キャリア、家事責任を分担する労働形態を「家事優先型J キャリアとすると、
この形態の機会費用の比較によって性別分業の強さが決まってくる。すると、 1970年代後半までは機会費用は女性のほ
うに低く、 1980年代以降は縮小し、現在では男女の機会費用はかなり接近していることがわかる。すなわち、キャリア
選択が性別分業のありかたに影響をより強く与えるようになってきたのである。今後、夫婦のどちらが育児シフトを
引き受けるかは、キャリアの柔軟性で決まるようになる。それゆえ、キャリアの柔軟性によって家庭内と市場におけ
る労働配分が行われるようになれば、性別分業は大きく変わる可能性があるとの提言をする。
以上の分析と提言から、本審査委員会は本論文を性別分業に関する研究として高く評価し、博士(人間科学)の学
位授与にふさわしいものであると判定した。
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